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研究成果の概要（和文）：本研究においては、放射性廃棄物処分政策に関して、1)政策に関する責任論・規範論
的側面、2)放射性廃棄物のリスクと費用の側面、3)意思決定プロセスにおける市民参加の側面、の3つの側面か
ら評価を行った。責任論検討班および費用負担論検討班では、主として福島原発事故に由来する放射性廃棄物等
に関する責任と費用負担のあり方について検討した。意思決定論検討班では、ドイツ、スイス、スウェーデン、
フィンランドにおける市民参加と意思決定過程の分析を進めた。分析の結果を踏まえ、日本における高レベル放
射性廃棄物処分政策および福島原発事故に由来する放射性廃棄物等の処分政策の課題点を整理し、改善策を論じ
た。

研究成果の概要（英文）：In this study, we evaluated radioactive waste disposal policy from three 
aspects: 1) responsibility and normative aspects, 2) risks and costs of radioactive waste, and 3) 
public participation in the decision-making process. The responsibility and cost-sharing study 
groups examined mainly the responsibility and cost-sharing regarding radioactive waste from the 
Fukushima nuclear power plant accident. The Decision-Making Group analyzed public participation and 
decision-making processes in Germany, Switzerland, Sweden, and Finland. Based on the results of 
these analyses, we identified issues and discussed ways to improve Japan's high-level radioactive 
waste disposal policy and the policy for the disposal of radioactive waste from the Fukushima 
nuclear power plant accident.

研究分野： 環境・資源経済学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
日本社会が直面している放射性廃棄物をめぐる諸問題（特に、高レベル放射性廃棄物（いわゆる核のごみ）の最
終処分と福島原発事故由来の放射性廃棄物等）について、誰がどのように責任を持ち、費用をどのように負担
し、対処方針をどのように決めるべきか、という課題に関して、各国で実施されている政策の国際比較を行っ
た。その結果、日本においても、放射性廃棄物を発生させた電力会社の責任を明確化した上で、科学的知見を反
映し、十分な市民参加の上で、方針を決め直す必要があることが確認された。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
（1）本研究の着想に至った経緯 
 研究代表者の山下は、東日本大震災以降、ドイツにおけるエネルギー転換の取り組みを研究す
る中で、脱原発政策や放射性廃棄物最終処分場立地選定プロセスの調査を実施してきた。また、
研究分担者の大久保が主催する環境分野の市民参加に関する研究プロジェクトに参加し、特に
エネルギー分野の意思決定プロセスにおける市民参加のあり方を検討してきた。 
 こうした研究のなかで、原子力発電には不可避的に放射性廃棄物が大量に発生し、さらに、日
本では福島原発事故由来の放射性廃棄物が加わり、放射性廃棄物処分問題が重大な社会問題と
して浮上していること、特に放射性廃棄物処分地選定プロセスと、リスクや費用負担のあり方に
重大な研究課題があるとの知見をえることとなった。 
 
（2）関連する国内外の研究動向と本研究の位置づけ 
 これまでの原子力政策に関する政策論的研究においては、商業炉の運転中に関する課題を扱
っているものが大部分であり、放射性廃棄物処分を直接の対象にしたものはきわめて少ない。そ
の中で、高レベル放射性廃棄物処分については、日本学術会議が 2015 年に政府に対して政策提
言を行っている。しかし、その内容が実際に政策に活かされる状況とはなっていない。 
 他方、既存の国際的な比較研究の成果として、放射性廃棄物処分にかかわる政策研究では、学
際的研究が必要不可欠であること、超長期の安全性という観点から諸科学で使用されてきた基
本概念の再検討が必要とされること、またリスクと費用の配分問題が重要課題であること、初期
段階からの市民参加が必要であり、科学技術と社会との間の対話が必要となること、などが示さ
れていた。 
 
２．研究の目的 
 上記の問題意識に基づき、本研究では、国際的研究交流を進め、放射性廃棄物処分政策に関す
る最先端の知見を海外から取り入れながら、日本独自の福島原発事故にともなう除染や廃炉に
ともなう放射性廃棄物問題に関する知見を踏まえ、放射性廃棄物処分政策の国際比較を行い、日
本の政策課題を明らかにすることとした。 
 本研究の目的として、以下の 4 点を設定した。 
1）放射性廃棄物（本研究では、特に扱いの困難な高レベル放射性廃棄物と事故由来廃棄物）の
処分政策に関わる責任のあり方を評価すること。 

2）放射性廃棄物処分政策をリスクと費用の側面から評価すること。 
3）放射性廃棄物処分の意思決定プロセスを市民参加の側面から評価すること。 
4）以上を通じて、各国および日本における放射性廃棄物処分政策を総合的に整理し、これに基
づき、具体的政策オプションを提示すること。 

 
３．研究の方法 
 上記の目的に即して、①責任論、②費用負担論、③意思決定論の 3側面から放射性廃棄物処分
政策の評価を行った。 
 責任論に関しては、研究分担者のうち規範論的経済学の観点から奥島が、環境社会学における
社会的受容性の観点から丸山が主に分析を担当した。費用負担論に関しては、経済学の立場から
原子力発電、原子力政策、福島原発事故に関して費用面から分析を続けてきた大島が費用の定量
評価を中心に、政治学における NIMBY 概念の観点から廃棄物処分場などの迷惑施設の立地に関
する研究を進めてきた中澤がリスクおよび費用の公平な配分のあり方について検討した。意思
決定論に関しては、法学の立場から環境分野の意思決定プロセスにおける市民参加に関する研
究を進めてきた大久保が、ドイツの処分地選定プロセスなどに見られる最新の市民参加手法の
実態把握と評価を中心に、環境社会学における環境運動論の観点からドイツにおける原子力施
設反対運動に関する研究を進めてきた青木が、市民参加への参加自体を拒否する反対運動の論
理の把握と評価を中心に検討した。 
 3 側面それぞれについて、既往研究に基づく論点整理を行った上で、日本国内に加え欧州諸国
（ドイツ、スイス、スウェーデン、フィンランド）における現地調査（コロナ禍で現地調査がで
きなかった期間には、オンラインによるヒヤリングや会議の動画配信の視聴）を実施した。欧州
諸国においては、当該分野の研究者との意見交換に加え、放射性廃棄物関連施設の見学、政策担
当者や施設運営組織へのヒヤリング、市民参加の会合の傍聴（オンライン）を行った。日本国内
においては、福島原発事故由来の放射性廃棄物に関しては、除去土壌や除染廃棄物の中間貯蔵施
設や再生利用実証事業の現場見学や関係者へのヒヤリングを実施した。また、高レベル放射性廃
棄物に関しては、研究期間中に最終処分場の文献調査が始まった北海道寿都町・神恵内村で関係
者へのヒヤリングを実施した。 
 加えて、コロナ禍のため海外調査が実施できなかった期間の代替措置として、ドイツの高レベ
ル放射性廃棄物最終処分場の立地選定過程における公衆参加手続きを担う国民参加支援委員会



（NBG： Nationales Begleitgremium）の会合の動画配信を活用し、議論の文字起こしと日本語
訳、内容の要約を行いデータベース化する作業を、当該分野を専門としドイツ語にも精通した研
究補助員を雇用して実施した。 
 研究期間中、他の研究グループとの共同開催も含め、年間 3～4回の全体研究会を対面または
オンラインで実施し、前半は国内の研究者による既往研究の成果報告を中心に議論を進め、現地
調査の実施以降はその成果の共有を中心に、海外の研究者によるオンライン報告も交えつつ、政
策の国際比較と日本の政策課題の検討を行った。 
 
４．研究成果 
（1）責任論と費用負担論に関する検討結果 
 責任論と費用負担論に関しては、特にフィンランドの事例を掘り下げることで、新たな知見が
明らかになった。 
 フィンランドは、高レベル放射性廃棄物処分の「成功」事例として注目されてきた。2001 年
にエウラヨキ自治体のオルキルオトを候補地とした使用済み核燃料処分場の建設が原則決定さ
れ、2004 年にオンカロと呼ばれる地下特性調査施設の建設が開始された。その後、2015 年に処
分場建設が許可され、2021 年にはトンネルの掘削が始まった。2020 年代半ばには処分場の操業
が開始される予定である。 
 このフィンランドの「成功」については、①事業者による地域住民とのコミュニケーションと
信頼関係の構築、②地元自治体の同意を重視するボランタリな候補地選定過程と、③原発と共存
してきた「原子力オアシス」の存在など、様々な要因が指摘されてきた。さらに、日本との状況
の違いとしては、④10億年以上の長期にわたって安定した地層の存在や、⑤人口規模の小ささ、
⑥処分場受け入れ地域に対する交付金の制度がないことなども挙げられてきた。 
 こうした既存の知見に対し、本科研プロジェクトによる調査の結果、責任論的には、フィンラ
ンドでは、原発設置者が使用済み核燃料の処分に直接的に責任を負うことが、重要な特徴として
確認された。日本でも法制度上は、高レベル放射性廃棄物を安全に処理・処分する責任は放射性
廃棄物の発生者にあり、経費も原子炉設置業者から拠出される。しかし、処分事業を実際に行う
主体は国策によって設立された原子力環境整備機構(NUMO)であり、発生者責任の原則が適用さ
れているとはいえない。また、費用負担論的には、立地地域に対する経済的便益の観点で、処分
場受け入れが原発の新設と紐付けられ、原発の経済効果が重視されていたことが確認された。従
来は上記⑥のように、処分場立地による直接的経済効果によって、追加的な見返りなしでも立地
が受け入れられたと解釈されてきた。以上のように、フィンランドの「成功」の背後にある制度
的要因が新たに明らかになった（中澤・西林 2021、中澤・西林 2023）。 
 以上のような検討の結果、得られた知見は、概略以下のようにまとめられる。 
 高レベル放射性廃棄物は、超長期間（ドイツの法律では 10〜100 万年と規定）にわたる安全を
確保する必要がある極めて有害な物質であり、将来何が起こるかについては不確実性が高い。そ
れゆえ、単に現時点での技術的要件を満たすだけでは、適切な管理体制を構築できない。一方、
福島原発事故に象徴される事故由来の放射性物質の管理・処分においては、計画的に発生する放
射性廃棄物とは性質の異なる課題に直面する。なぜなら、人為的管理下から環境中に放出された
状態を前提として対処をはじめなければならないからである。こうした放射性廃棄物問題を政
策論的にみれば、放射性廃棄物にともなう不確実なリスクや費用を、異なる世代の様々な社会的
階層、地域に対して配分することである。これを現世代で行うことが正統性を持つためには、技
術的、経済的、社会的、政治的側面を考慮しつつ、長期的観点から民主的に意思決定しなければ
ならない。放射性廃棄物問題に関わる様々な責任を正面から見据え、それらの責任に基づく費用
負担のあり方を実現する必要がある。さらに、事故由来放射性物質に関しては、既に環境中に拡
散した放射性物質により顕在化したリスクを低減していかなければならない。このように、原子
力発電の負の遺産処理は、広範な人々に超長期にわたって影響を与え続ける。現世代の役割は、
民主的意思決定プロセスの構築である。特に、放射性廃棄物処分において社会的意思決定が求め
られるのは、処分方法や処分場の立地に限られるのではなく、むしろ誰が責任をとるべきかとい
ったより根本的な次元からである。 
 
（2）意思決定論に関する検討結果 
 意思決定論に関しては、本科研プロジェクトによる調査の結果、欧米では放射性廃棄物処分に
関する社会的意思決定の民主的正統性を強化するために、様々な新たな取り組みが行われてい
ることが確認された。具体的には、ドイツでは、高レベル放射性廃棄物最終処分場の立地選定過
程において、公衆参加を促進するために後述の NBG など様々な対応を行っている。また、スウェ
ーデンでは、事業者の処分計画を批判的に検証する科学者を国費で確保し、評価の客観性の向上
を図っている。 
 このうちドイツでは、2017 年の「高レベル放射性廃棄物処分場の立地の探索と選定に関する
法律」において、①参加型で、②科学的根拠に基づき、③透明で、④内省的で、⑤学習型の手続
を掲げ、①法律による参加権の保障、②早期の参加、③幅広い市民の参加、④各段階に応じた参
加の組織・手法の活用と人的・物的参加基盤の確保、⑤手続の公正性を監視・支援するための独



立機関の設置、⑥内省的、学習型のプロセスを通じた参加の継続的な改善、⑦2段階の司法アク
セスの保障という特徴を持つ立地選定を実施している。参加原則を重視し、早期の段階から多様
な参加手続を具体的に法律で制度的に保障しているドイツの仕組みは、参加を基本的に法規命
令と基本方針に委ねる日本の仕組みとは対照的である。基本方針には合意形成の重要性が謳わ
れてはいるものの、日本の現状は、最終処分法が定めるように、「理解の増進」のための施策に
とどまっているといえる（大久保 2023）。 
 ドイツの参加制度の大きな特徴の一つである NBG は、上述の組織名称にも表されているとお
り、“begleit”を目的とした組織である。“begleit”は暫定的に「参加支援」と訳しているが、
原義はより広く、「仲介的かつ独立的な立場で公衆参加に伴走する組織」とされ、公正・透明な
手続きの遂行を監視することにより、手続きに対する社会的信頼を獲得する役割を有する。 
 NBG は、高レベル放射性廃棄物最終処分場の立地選定手続において、参加を実現する中核とな
る組織として 2016 年に設立された。ドイツでは、1970 年代に最終処分場の建設候補地としてゴ
アレーベンが選ばれ、探査活動が進められてきた。しかし、この立地選定については長らく論争
が続き、最終的に 2013 年に制定された「立地選定法」によって候補地選定が白紙に戻され、公
衆参加を重視した方法で立地選定が進められることになった。 
 また、ドイツにおける放射性廃棄物関連施設に関する“begleit”を目的とした組織として、
NBG に先行する事例に「アッセ 2参加支援グループ」（Asse-2-Begleitgruppe：A2B）がある。A2B
は、アッセ処分場の閉鎖手続きにおける公衆参加を保障するために、2008 年に設立された。ア
ッセ処分場は、ドイツで 1960～70 年代に中・低レベル放射性廃棄物処分場として使用された旧
岩塩鉱山である。地下水の流入が確認され、放射能汚染や鉱山の陥没が懸念される状況となった。
閉鎖方法に関する選択肢の検討を経て、放射性廃棄物を回収して別の場所で最終処分すること
が 2013 年に決まった。A2B はこの過程で重要な役割を果たし、“begleit”による公衆参加の成
功事例と見なされうる（山下・渡辺・西林 2021）。 
 このような、科学的知見を反映した民主的意思決定のあり方の萌芽は、今後、日本における放
射性廃棄物処分政策を再検討する上でも示唆を与えるものと考えられる。 
 
（3）日本における放射性廃棄物処分政策の現状と課題 
 以上、本科研プロジェクトによる検討の結果、得られた国際的知見を踏まえると、日本におけ
る放射性廃棄物処分政策に関し、以下のような課題が指摘できる。 
 福島原発事故由来の放射性物質に関しては、2011 年に制定された「放射性物質汚染対処特措
法」と「廃棄物処理法」に基づいて対処されているが、発生場所を基準とする対策地域内廃棄物、
品目が限定される指定廃棄物、廃棄物とは区別される除去土壌など複雑に区分されている。この
ため、汚染の全容把握が困難となり、法に基づく管理の網から放射性物質がもれる恐れがある。
さらに、除去土壌について、国は最終処分量の削減を理由に福島県内で再利用を進めようとして
いる（大島 2021）。このように、最悪の場合、放射性物質の再拡散につながりかねない事態が懸
念され、慎重な対処が求められており、状況を注視する必要がある。 
 日本国内の高レベル放射性廃棄物最終処分場選定については、文献調査の期間は 2 年程度と
され、既にその期間を過ぎているが、次の概要調査の段階に進むためのハードルは高い。寿都町
では町を二分するような対立が顕在化している一方、神恵内村は隣接する泊原発との関係もあ
り相対的に受容性がある（中澤・辰巳 2021）。ただし、科学的特性マップによれば神恵内村内に
は適地が限られている。さらに、北海道には放射性廃棄物最終処分場を拒否する条例が存在する。
現行の手続きのもとでこれらのハードルを突破しようとすれば、意思決定の正統性が大きく揺
らいだ状態となる可能性が高い。その意味でも、引き続き事態の推移を見つつ、欧米の新たな取
り組みを参考に、意思決定の有るべき姿を提示するような研究を推進することには、状況の打開
のため大きな意味がある。 
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